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令和２年度 中小企業労働事情実態調査結果報告書  
 

◎ 調査概要  

 １ 回答事業所数及び常用労働者数  

 （１）回答事業所数及び常用労働者数‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３ 

 （２）従業員の雇用形態別構成‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥４ 

 

 ２ 経営状況 

 （１）現在の経営状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥６ 

 （２）主要事業の今後の方針‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥７ 

 （３）経営上の障害‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥８ 

 （４）経営上の強み‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥９ 

 

 ３ 労働時間 

 （１）週所定労働時間（残業時間・休憩時間は除く）‥‥‥‥‥‥‥‥‥９ 

 （２）月平均残業時間（時間外労働・休日労働）‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１０ 

 

 ４ 年次有給休暇           

 （１）年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数‥‥‥‥‥‥‥‥･･１１ 

 

５ 新規学卒者の採用 

 （１）令和２年３月新規学卒者１人あたりの平均初任給額‥‥‥‥‥‥･･１２ 

 （２）新規学卒者の採用状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥･･１３ 

（３）令和３年３月新規学卒者の採用計画‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１３ 

 

６ 高年齢者の雇用 

（１）６０歳以上の高年齢者の雇用状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１４ 

 （２）高年齢者雇用措置で講じた内容‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１５ 

 （３）高年齢者の労働条件‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１５ 

 （４）高年齢者就業確保措置の把握状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１６ 

 （５）高年齢者就業確保措置に講じる予定‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１６ 

 

７ 新型コロナウイルス感染拡大による影響  

（１）  経営への影響‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１７  

（２）  雇用環境の変化‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１８ 

（３）  労働環境の整備‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１９ 

（４）  雇用維持等のために活用した助成金‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１９ 

 

８ 賃金改定状況 

（１）  賃金改定実施状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２０ 

（２）平均昇給額‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２１  

 （３）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容‥‥‥‥‥‥‥‥２１ 

 （４）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の決定の際に重視した要素 

‥‥‥‥２２ 

 

９ 労働組合の有無‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２３ 
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調 査 の あ ら ま し  

○調査の目的  

  本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業  

労働対策の樹立並びに時宜を得た中央会労働支援方針の策定に資すること  

を目的とする。 

 

○調査の方法  

     全国統一調査票による郵送調査  

 

○調査時点  

     令和２年７月１日 

 

○調査対象  

     ① 調査対象事業所数 ６００事業所（製造業３３０、非製造業２７０） 

     ② 有効回答数    ４７７事業所（製造業２６１、非製造業２１６） 

     ③ 回 答 率      ７９．５％ 

 

○主な調査項目  

     ① 回答事業所数及び常用労働者数 

     ② 経営状況 

     ③ 労働時間 

     ④ 年次有給休暇 

     ⑤  新規学卒者の採用 

     ⑥ 高年齢者の雇用 

     ⑦  新型コロナウイルス感染拡大による影響  

     ⑧ 賃金改定状況 

     ⑨ 労働組合の有無 
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37.1%

30.6%

6.9%

全 体

１～９人

１０～２９人

３０～９９人

１００～３００人

20.3%

37.2%

34.9%

7.7%

製造業

31.5%

37.0%

25.5%

6.0%

非製造業

１ 回答事業所数及び常用労働者数 

（１）回答事業所数及び常用労働者数 

秋田県内に事業所がある６００事業所を対象に郵送調査を実施し、４７７事業所

（回答率７９．５％）から回答が寄せられた。業種別の回答事業所の割合は、製造

業が２６１事業所（同７９．１％）、非製造業が２１６事業所（同８０.０％）とな

っている。 

従業員数規模別の回答事業所の比率は、全体では４７７事業所のうち「１０人未

満」規模の事業所が２５．４％、「１０～２９人」規模が３７．１％、「３０～９

９人」規模が３０．６％、「１００～３００人」規模が６．９％となっている。業

種別では、製造業２６１事業所のうち「１０人未満」規模の事業所が２０．３％、

「１０～２９人」規模が３７．２％、「３０～９９人」規模が３４．９％、「１０

０～３００人」規模が７．７％となっている。非製造業２１６事業所では、「１０

人未満」規模の事業所が３１．５％、「１０～２９人」規模が３７．０％、「３０

～９９人」規模が２５．５％、「１００～３００人」規模が６．０％となっている。

（図１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答事業所における総従業員数は、１６，７５２人（１事業所あたり平均３５．

１人）で、その内訳は、男性が１１，８５７人、女性が４，８９５人となってい

る。なお、男女比率は、男性が７０．８％（全国平均７０．１％）、女性が２９．

２％（全国平均２９．９％）と全国の比率とほぼ同じ割合となっている。 

男女の占める割合において、男性従業員の割合は製造業が６６．９％、非製造業

図１ 従業員数規模別回答割

合
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が７７．０％と非製造業が製造業を１０．１ポイント上回っている。また業種別の

男性従業員の割合が最も多い業種は「運輸業」の９２．８％、次いで「窯業・土石」

の８７．８％、「建設業」の８７．２％となっている。一方、女性従業員数の割合

が多い業種は「繊維工業」の８４．０％が格段に多く、次いで「食料品」の４９．

５％、「サービス業」の４３．９％となっている。（表１） 

 

 

 

 

（２）従業員の雇用形態別構成  

本県では「正社員」が８２．５％、「パートタイマー」が８．３％、「派遣社員」

が０．7％、「嘱託・契約社員」が７．５％、「その他」が１．１％となっており、

「正社員」は全国平均の７５．４％より７．１ポイント上回り、「パートタイマー」

は全国平均の１４．４％より６．１ポイント下回る結果となった。 

業種別の雇用形態別構成比において、正社員の雇用が高かった業種は「建設業」

の９３．３％、「情報通信業」の８９．６％、「印刷・同関連」の８９．１％となっ

ている。 

またパートタイマーの雇用が比較的高かった業種は「サービス業」の２８．１％、

「卸売業」の１９．０％、「食料品」の１５．１％となり、嘱託・契約社員の雇用

が比較的高かった業種は、「運輸業」の１４．２％、「窯業・土石」の１０．４％

となっている。（図２） 

男女別の雇用形態別構成比は、男性は「正社員」が８８．１％と全国平均の８４．

４％より３．７ポイント上回っており、「パートタイマー」が２．４％と全国平均

の６．０％より３．６ポイント下回っている。 

また女性は「正社員」が６９．０％（前年６６．０％）と前年を３．０ポイント

上回り、全国平均の５５．４％（同５３．６％）より１３．６ポイントも大きく上

回っており、「パートタイマー」が２２．４％（同２５．１％）と前年を２．７ポ

単位：人、 ( )内は男女比率

 

業    種  
調査 事 業所

数  

回答 事 業所

数  
従業 員 数  男   性  女   性  

総    数  ６００ ４７７ １６ ,７５２ １１ ,８５７ (70.8%) ４ ,８９５ (29.2%) 

 製  造  業  計  ３３０ ２６１ １０ ,３２２ ６ ,９０４ (66.9%) ３ ,４１８ (33.1%) 

製  

 

造  

 

業  

 食料 品  ４５ ３６ １ ,２０３ ６０７ (50.5%) ５９６ (49.5%) 

 繊維 工業  ３４ ２７ １ ,３０７ ２０９ (16.0%) １ ,０９８ (84.0%) 

 木材・木 製品  ５０ ３６ ８３６ ６３３ (75.7%) ２０３ (24.3%) 

 印刷・同 関連  ３１ ２３ ４８２ ３０５ (63.3%) １７７ (36.7%) 

 窯業・土 石  ４０ ３６ ６１４ ５３９ (87.8%) ７５ (12.2%) 

 化学 工業  １１ ７ ４２６ ３６３ (85.2%) ６３ (14.8%) 

 金属、同 製 品  ５３ ４７ ２ ,５３４ ２ ,１２９ (84.0%) ４０５ (16.0%) 

 機械 器具  ４３ ２５ １ ,９４３ １ ,４８７ (76.5%) ４５６ (23.5%) 

 その他の製造 業  ２３ ２４ ９７７ ６３２ (64.7%) ３４５ (35.3%) 

非  製  造  業  計  ２７０ ２１６ ６ ,４３０ ４ ,９５３ (77.0%) １ ,４７７ (23.0%) 

非  

製  

造  

業  

 情報 通信 業  １２ ８ ２７７ ２１９ (79.1%) ５８ (20.9%) 

 運輸 業  ４４ ３８ １ ,６７３ １ ,５５２ (92.8%) １２１ (7.2%) 

 建設 業  ５８ ４８ １ ,７２５ １ ,５０４ (87.2%) ２２１ (12.8%) 

 卸売 業  ５６ ４１ １ ,０９６ ７２７ (66.3%) ３６９ (33.7%) 

 小売 業  ３６ ２９ ４７３ ２８６ (60.5%) １８７ (39.5%) 

 サービス業  ６４ ５２ １ ,１８６ ６６５ (56.1%) ５２１ (43.9%) 

 

表１ 回答事業所数及び常用労働者数
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イント下回り、全国平均の３３．３％（同３４．５％）より１０．９ポイント下回

る結果となり、女性の正社員雇用の割合が増加している。全国平均と比較すると男

女共に「正社員」の割合が高く、「パートタイマー」の割合は低くなっている。（図

３） 

県内事業所における従業員の増減は、男性は「減少」が３１．７％と全国平均の

２７．６％より４．１ポイント、女性は「減少」が２０．８％と全国平均の１７．

６％より３．２ポイントそれぞれ上回っており、全国平均と比較すると男女共に「減

少」の割合が高くなっている。（図４） 

また、男性従業員を雇用する県内事業所において、正社員の雇用の増減は「増加」

が２１．８％、「減少」が３０．７％となっており「減少」の割合が高く、委託・

契約社員の雇用の増減は「増加」が２８．１％、「減少」が１９．８％となってお

り、「増加」の割合が高くなっている。 
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２ 経営状況 

（１）現在の経営状況 

  本県では「良い」が５．５％（前年１０．９％）と前年を５．４ポイント、「変

わらない」が３３．１％（同５４．８％）と前年を２１．７ポイントそれぞれ下回

り、「悪い」が６１．４％（同３４．５％）と前年を２６．９ポイント上回ったこ

とから、経営状況は大幅に悪化している。 

また全国でも「良い」が６．５％（同１５．４％）と前年を８．９ポイント、

「変わらない」が３２．０％（同５４．０％）と前年を２２ポイントそれぞれ下回

り、「悪い」が６１．５％（同３０．６％）と前年を３０．９ポイント上回ったこ

とから、全国的に経済状況は大幅に悪化している。（図５） 

本県における業種別の経営状況では「悪い」が製造業全体で６９．５％と非製造

業全体の５１．６％より１７．９ポイント上回っており、特に製造業において経営

状況が大幅に悪化している。 

従業員数別の経営状況をみると、従業員数が「１００～３００人」規模の事業所

において「悪い」が製造業で７８．８％、非製造業で６９．２％と「１００～３０

０人」規模の事業所で「悪い」の割合が非常に高くなっている。（図６） 
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（２）主要事業の今後の方針  

  本県では「現状維持」が７１．７％（前年６６．１％）、次いで「強化拡大」が

２１．４％（同２７．６％）、「縮小」が４．４％（同４．６％）、「廃止」が０．

８％（同１．３％）となり、「現状維持」の割合が増加する一方、「強化拡大」の

割合が減少している。 

また全国平均と比較すると、「強化拡大」が全国平均の２５．２％より３．８ポ

イント下回っており、「現状維持」が全国平均の６７．３％より４．４ポイント上

回っている。（図７） 
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図５ 経営状況の推移
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8 

 

 
 

 

（３）経営上の障害 

経営上の障害を３項目以内で複数選択してもらった結果、本県では「販売不振・

受注の減少」が５８．２％（前年３８．４％）と最も多く、次いで「人材不足（質

の不足）」が４１．６％（同４９．７％）、「労働力不足（量の不足）」が２７．

２％（同３６．３％）の順となっている。特に製造業では「販売不振・受注の減少」

が６６．０％と経営上の大きな障害となっている。  

また全国では「販売不振・受注の減少」が５０．６％（同３１．８％）、「人材不

足（質の不足）」が４３．９％（同５２．９％）、「労働力不足（量の不足）」が２

６．０％（同３７．７％）の順となり、全国的に「販売不振・受注の減少」が経営

上の障害となっている。 

全国平均と比較すると、本県の製造業は「販売不振・受注の減少」、「原材料・

仕入品の高騰」、非製造業は「労働力不足（量の不足）」、「同業他社との競争激

化」が経営上の障害となっている割合が高い。（図８） 
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（４）経営上の強み 

経営上の強みを３項目以内で複数選択してもらった結果、本県では「顧客への納

品・サービスの速さ」が２７．３％（前年２６．７％）と最も多く、次いで「製品

の品質・精度の高さ」が２４．９％（同２８．０％）、「製品・サービスの独自

性」が２３．９％（同２５．６％）となっている。 

業種別でみると、製造業では「製品の品質・精度の高さ」の４２．９％（同４

１．９％）、非製造業では「組織の機動力・柔軟性」の３２．０％（同２９．

５％）が最も多く、業種により経営上の強みに違いがみられる。（図９）  

 

 

 

３ 労働時間 

（１）週所定労働時間（残業時間・休憩時間は除く） 

本県では「４０時間」が４４．４％（前年４５．５％）と最も多く、次いで、

「３８時間超４０未満」が３２．１％（同３１．６％）、「３８時間以下」が１

８．３％（同１７．９％）、「４０時間超４４時間以下」が５．３％（同５．

１％）となっている。 

「３８時間以下」と回答した割合が高い業種は「印刷・同関連」の３４．８％、

「食料品」の３３．３％となっている。一方「４０時間超４４時間以下」は「小売

業」の２９．６％となっている。（図１０） 
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（２）月平均残業時間（時間外労働・休日労働）  

本県における従業員１人あたりの月平均残業時間は９．１時間（前年１０．１時

間）と前年を１．０時間下回り、全国平均の１１．０時間（同１２．５時間）より

１．９時間下回っている。 

業種別にみると、１人あたりの月平均残業時間が最も多いのは「運輸業」の２０．

３時間（同２２．０時間）となっており、次いで「金属・同製品」が１２．５時間

（同１５．４時間）、「窯業・土石」が１０．６時間（同１２．３時間）となってい

る。また多くの業種では前年より残業時間が減少しており、特に「情報通信業」が

８．４時間（同１７．８時間）と前年より９．４時間、「機械器具」が９．３時間

（同１５．９）と前年より６．６時間、それぞれ大幅に減少している。（図１１） 
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４ 年次有給休暇 

（１）年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数  

本県における従業員１人あたりの年次有給休暇の平均付与日数（※１）は、１６．

３日（前年１６．８日）で、全国平均の１５．５日（同１５．４日）より０．８日上

回っている。また従業員１人あたりの年次有給休暇の平均取得日数は、８．７日（同

７．８日）と前年を０．９日上回っている。平均取得率は、本県では１人あたり５

５．２％（同４８．９％）と前年を６．３ポイント上回っているものの、全国平均の

５８．１％（同５２．８％）より２．９ポイント下回っている。（図１２） 

業種別にみると、製造業は平均付与日数が１６．６日（同１６．６日）と前年と

同水準となり、平均取得日数が９．２日（同８．１日）と前年を１．１日、平均取得

率が５６．５％（同５１．５％）と前年を５．０ポイントそれぞれ上回っている。一

方非製造業は、平均付与日数が１５．９日（同１７．０日）と前年を１．１日下回っ

ているものの、平均取得日数が８．２日（同７．４日）と前年を０．８日、平均取得

率が５３．６％（同４５．７％）と前年を７．９ポイントそれぞれ上回っている。  

※１  労働基準法では６か月以上継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した従業員（パートタイマーを

含む。）に対し有給休暇を１０日間付与することが定められている。  
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５ 新規学卒者の採用 

（１）令和２年３月新規学卒者１人あたりの平均初任給額  

本県における令和２年３月新規学卒者１人あたりの平均初任給額（令和２年６月

支給額）を学卒別にみると、以下の結果となった。 

 

■ 技術系 

「高校卒」は１５２，４１４円（前年１５２，４６０円）と前年を４６円、

「専門学校卒」は１６２，５８２円（同１６２，８６７円）と前年を２８５円、

「短大卒」は１６５，９２０円（同１６７，３５２円）と前年を１，４３２円そ

れぞれ下回っている。一方「大学卒」は２０４，８９３円（同１９８，９１８

円）と前年を５，９７５円上回っている。（表２－１） 

 

■ 事務系 

     「高校卒」は１５９，２１７円（前年１４６，８６２円）と前年を１２，３５

５円上回っている。これは、初任給額の高い事業者において採用数が多かった

ことが影響している。一方「大学卒」は１８０，１８６円（同１８６，８０８

円）と前年を６，５２２円下回っている。（表２－２） 

 

また、本県における１人あたりの平均初任給は、全国平均と比較すると「大学

卒」は全国平均より５，９７５円上回っているものの、他の新規学卒者の平均初任

給はそれぞれ全国平均を下回っており、初任給額が全国平均より１５，０００円以

上下回っているケースもある。 

 

 

            単位（円） 

  
H28 H29 H30 H31 R２ 

R2 

(全国 ) 

高校卒  145,708  145,352  147,346  152,460  152,414  167,011 

専門学校卒  155,142  156,000  155,625  162,867  162,582  180,820 

短大卒（含高専） 161,333  167,425  - 167,352  165,920  181,086 

大学卒  189,688  186,847  176,463  198,918  204,893  203,397 

 

 

 

            単位（円） 

  
H28  H29  H30  H31  R２ 

R2 

(全国 ) 

高校卒  141,857  142,585  144,480  146,862  159,217  164,092 

専門学校卒  153,050  152,500  158,667  164,700  - 173,885 

短大卒（含高専） 150,000  148,900  - 164,000  - 176,579 

大学卒  171,161  178,473  181,980  186,808  180,286  198,430 

 

  

表２-１ 技術系新規学卒者１人あたりの平均初任給額

表２-２ 事務系新規学卒者１人あたりの平均初任給額
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（２）新規学卒者の採用状況  

本県における令和２年３月の新規学卒者の充足率は、８２．８％（前年７７．３％）

と前年より５．５ポイント上回っているものの、採用人数は１９２名（同２４２名）

と前年より５０名減少しており、これは採用予定人数が２３２名（同３１３名）と

前年より８１名減少したことによる。また技術系では、採用予定人数は２０８名（同

２７６名）と前年より６８名減少し、採用人数も１６８名（同２０８名）と前年よ

り４０名減少となり、技術系の採用を中心に前年より新規学卒者の採用人数は減少

している。（表３） 

   

 

 

 

（３）令和３年３月新規学卒者の採用計画  

本県では「採用計画がある」とする事業所は製造業が７１事業所（前年９２事業

所）で２７．４％（同３４．７％）、非製造業が５４事業所（同５８事業所）で２

２５．７％（同２７．５％）となっており、「採用計画がある」の割合が減少して

いる。（図１３） 

  
 

 

【　】 内は前年の数値

１６６ １３２ ７９.５ ７４.２
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令和３年３月の学卒別の新規学卒者採用計画は、「高校卒」の採用計画がある事

業所が１１１事業所（前年１３０事業所）と最も多く、次いで、「大学卒」が４７

事業所（同５７事業所）、「専門学校卒」が２１事業所（同２４事業所）、「短大

卒（含高専）」が１７事業所（同２２事業所）の順となっている。 

前年と比較すると、新規学卒者の採用を計画している事業所数は減少している。

（図１４） 

 
 

 

６ 高年齢者雇用 

（１）６０歳以上の高年齢者の雇用状況  

本県では「雇用している」が８７．２％と全国平均の８０．５％より６．７ポイ

ント上回っている。特に製造業では「雇用している」が８９．７％と９割近くの事

業所で高年齢者を雇用している。（図１５） 

また従業員数が２０人以上の事業所は９６％以上、１００人以上事業所は全ての

事業所で高年齢者を雇用している。 
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図１４ 学卒別の新規学卒者採用計画の推移 

図１５ ６０歳以上の高年齢者の雇用状況  
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（２）高年齢者雇用措置で講じた内容  

（１）の問いで「雇用している」と回答のあった事業所を対象に、高年齢者雇用

措置で講じた内容を１つ選択してもらった結果、本県では「再雇用など雇用継続制

度を導入した」が７６．１％と最も多く、次いで「定年を６５歳以上引き上げた」

が１８．７％、「定年の定めを廃止した」が５．２％の順となっている。（図１６） 

 

 

（３）高年齢者の労働条件 

（１）の問いで「雇用している」と回答のあった事業所を対象に、高年齢者の６

０歳前との労働条件の変化を項目別にそれぞれ一つ選択してもらった結果、賃金は

「個人による」が３９．６％と最も多く、次いで「変わらない」が３３．３％、

「一律に下がる」が２７．２％の順となっている。 

役職は「変わらない」が４４．４％と最も多く、次いで「個人による」が３９．

５％、「変わる」が１６．０％の順となっている。 

労働時間は「一日の労働時間」、「週の労働時間」ともに「変わらない」が最も

多く、次いで「個人による」、「少なくなる」の順となっている。全国平均と比較

すると「変わらない」の割合が高くなっている。（図１７） 
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図１６ 高年齢者雇用措置で講じた内容  

【 賃 金 】 【 役 職 】 

【 一 日 の 労 働 時 間 】  【 週 の 労 働 時 間 】  

図１７ 高年齢者の労働条件 
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（４）高年齢者就業確保措置の把握状況  

令和 3 年４月１日から施行予定の「高年齢者就業確保措置（高年齢者の７０歳ま

での就業機会確保措置を講じる努力義務）」について、本県では「把握している」

が６１．３％と全国平均の５４．４％より６．９ポイント上回っている。特に製造

業では「把握している」が６５．７％と高い割合となっている。（図１８） 

 

 

（５）高年齢者就業確保措置に講じる予定  

（１）の問いで「把握している」と回答のあった事業所を対象に、高年齢者就業

確保措置に講じる予定について複数選択してもらった結果、本県では「今後他社の

対応等の情報収集をしながら考えたい」が４１．８％と最も高く、次いで「７０歳

までの継続雇用制度の導入」が３４．３％、「努力義務であるので特に措置を講じ

る必要はない」が８．６％の順となっている。（図１９） 
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図１８ 高年齢者就業確保措置の把握状況  

図１９ 高年齢者就業確保措置に講じる予定  
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７ 新型コロナウイルス感染拡大による影響 

（１）経営への影響 

新型コロナウイルス感染拡大による経営への影響について複数選択してもらった

結果、本県では「売上高の減少」が６７．０％、「取引先・顧客からの受注減少」

が５５．７％、「営業活動等の縮小」が３３．４％の順となっている。特に製造業

では「売上高の減少」が７３．８％、「取引先・顧客からの受注減少」が６２．３％

と経営に与える影響が大きい。（図２０） 
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（２）雇用環境の変化 

新型コロナウイルス感染拡大による従業員等の雇用環境の変化について複数選択

してもらった結果、本県では「労働日数を減らした従業員がいる」が１７．５％、

「子の学校等休校のため欠勤・遅刻・早退をした従業員がいる」が１５．０％、「休

職・教育訓練をしてもらった従業員がいる」が１２．４％の順となっている。一方

「特に変化はない」が５７．１％と全国平均の４６．８％より１０．３ポイント上

回っている。特に非製造業では「特に変化はない」が６４．０％と雇用環境の変化

が少ない。（図２１） 
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図２１ 新型コロナウイルス感染拡大による雇用環境の変化  
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（３）労働環境の整備 

新型コロナウイルス感染拡大への対策として整備した従業員の雇用環境について

複数選択してもらった結果、本県では「時短勤務の導入」が１０．３％、「テレワ

ークの導入」が８．５％、「時差出勤の導入」が４．７％の順となっている。一方

「特に整備していない」が６３．２％と全国平均の５３．１％より１０．１ポイン

ト上回っている。（図２２） 

 

 

 

（４）雇用維持等のために活用した助成金  

新型コロナウイルス感染拡大により、従業員の雇用維持等のために活用（申請）

した助成金について複数選択してもらった結果、本県では「持続化給付金」が２６．

５％、「雇用調整助成金」が２５．０％の順となっている。一方「活用していない」

が５６．０％と全国平均の４６．４％より９．６ポイント上回っている。特に非製

造業では「活用していない」が６７．５％と助成金を活用していない割合が高くな

っている。（図２３） 
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図２２ 新型コロナウイルス感染拡大による労働環境の整備  

図２３ 雇用維持等のために活用した助成金  
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８ 賃金改定状況 

（１）賃金改定実施状況  

令和２年１月１日から令和２年７月１日（調査時点）までの賃金の改定状況は「引

上げた」が４２．９％（前年５１．７％）と前年を８．８ポイント下回り、全国平

均の３９．４％（同５０．７％）より３．５ポイント上回っている。一方「今年度

は実施しない」は２４．３％（同１８．４％）と前年を５．９ポイント上回ってお

り、賃金改定を実施しない事業所の割合が増加している。（図２４） 

従業員数別でみると「引上げた」が従業員数「１００～３００人」の事業所で６

３．６％、「３０～９９人」の事業所で５０．０％と従業員数の多い事業所におい

て「引上げた」の割合が高くなっている。一方「１～９人」の事業所では「今年度

は実施しない」が３７．８％と「引上げた」の２９．４％を８．４ポイント上回っ

ている。（図２５） 
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（２）平均昇給額 

本県における賃金改定を実施した従業員一人あたりの平均昇給額は、４，６６３

円（前年５，０６３円）と前年より４００円減少しており、２年連続で減少した。

（図２６） 

また業種別では、製造業が４，０９０円、非製造業が５，７１０円となり、非製

造業の方が製造業より６２０円上回った。 

一方全国平均の昇給額は４，６２３円（同５，８６０円）と前年より１，２３７

円減少しており、本県の平均昇給額の方が４０円上回る結果となった。 

 

 

 

 

（３）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容 

（１）の問いで「引上げた」または「７月以降に引上げる予定」と回答のあった

事業所を対象に、賃金改定の内容を複数選択してもらった結果、本県では「定期昇

給」が６４．２％（全国６２．４％）で最も多くなっている。次いで「基本給の引

上げ」が３０．３％（同３０．０％）、「ベースアップ」が１３．３％（同１４．

１％）となっている。製造業、非製造業ともに、賃金改定の際に「定期昇給」や「基

本給の引上げ」を実施する割合が高くなっている。（図２７） 
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図２６ 一人あたりの平均昇給額の推移 
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（４）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の決定の際に重視した要素 

（１）の問いで「引上げた」または「７月以降に引上げる予定」と回答のあった事

業所を対象に、賃金改定決定の際に重視した要素を複数選択してもらった結果、本

県では「企業の業績」が５９．８％（全国５８．２％）で最も多かった。次いで「労

働者の確保・定着」が４８．６％（同５４．８％）、「労使関係の安定」が２４．

８％（同２３．０％）の順となっている。製造業、非製造業ともに、賃金改定の決

定の際に「企業の業績」や「労働者の確保・定着」を重視する割合が高くなってい

る。（図２８） 
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９ 労働組合の有無  

本県では、回答事業所のうち労働組合を組織している事業所は１１．１％（前年

１１．４％）と全国平均の７．０％（同６．７％）より４．１ポイント上回ってい

る。 

業種別でみると、製造業が１３．０％（同１３．９％）、非製造業が８．８％（同

８．４％）となり、製造業が非製造業より４．２ポイント上回っている。 

一方従業員数別では、規模が大きな事業所ほど、労働組合の組織率が高くなって

いる。（図２９） 
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